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平成 29年度 

朝 日 町 監 査 計 画 
 

１ 監査の基本方針 

本町は平成 29 年度を目標年度とした第 5 次朝日町総合発展計画によるまちづくり

を進めており、「地域力」「産業力」「定住力」の向上を目指し、集中的な事業展開を

行っている。さらに朝日町行財政改革実現プラン（平成 27 年度～29 年度）を策定し、

「量から質への改革」の考え方を継承し、より一層の行財政改革を推進するものとし

ている。 

また、朝日町まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 27 年度～31 年度）が一昨年

策定されたが、人口減少と少子高齢化を食い止め、活力を維持するための施策を実施

することとなり、成果が期待される。 

このような状況を踏まえ、平成 29 年度の監査は、住民福祉の向上と最少の経費で

最大の効果をあげているかを基本に、公正で合理的かつ効率的な町の行政運営確保の

ため、指導に重点を置いて、町の行財政の適法性、効率性、有用性について実施する。 

 

２ 監査の重点事項 

(1) 町政が、第 5次朝日町総合発展計画・基本構想並びに各個別計画に基づき執行さ

れ、町の活性化、住民福祉の増進に寄与しているか。また、今年度は第 5次朝日町

総合発展計画・基本構想の最終年度に当たるととともに、第 6次同計画・基本構想

策定の年でもあることから、これまでの実績をどのように評価しかつ次期計画の策

定にどのように生かしているか。 

(2) 行財政に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が、関係法令に基づいて適

正に執行されているか。 

 (3) 収入は、確実かつ厳正に確保されているか。 

 (4) 支出は、適正かつ効率的に執行されているか。 

 (5) 工事、委託等の契約関係事務は、公正かつ適正に行われているか。 

 (6) 財産の取得、処分及び維持管理は、適正に行われているか。 

 (7) 補助金等の交付は、適正に行われ、財政援助団体の事業運営に効果的に執行され

ているか。 

 (8) 町は、組織及び経営の合理化に努め、その規模の適正化を図っているか。 

 (9) 各種審議会等において議論されたことが、どのように開示され、どのように機能

しているか。 

(10) 監査等で指摘されたことは、改善されているか。 

 

３ 監査実施計画 

本年度の監査は、朝日町監査委員の監査の執行に関する条例に基づき、次の各項及

び平成 29 年度監査計画表(3 頁)により実施する。ただし、日程等については、監査委

員が協議の上計画を変更する場合がある。 
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 (1) 定例監査(地方自治法第 199 条第 4項) 

財務に関する事務の執行が適正かつ効率的に、また、事業の経営に係る管理が合

理的かつ効率的に行われているかについて実施する。 

(2) 随時監査（地方自治法第 199 条第 5項） 

事務事業について、必要があると認めるとき、定例監査に準じて実施する。 

(3) 行政監査（地方自治法第 199 条第 2項） 

一般行政事務の執行について、必要があると認めるときに実施する。 

 (4) 財政援助団体等に対する監査（地方自治法第 199 条第 7項） 

   財政援助を受けている団体、出資団体、債務保証団体及び公の施設管理委託団体

等に対し、出納その他の事務の執行について必要があると認めるときに実施する。 

(5) 例月出納検査（地方自治法第 235 条の 2第 1項） 

    一般会計、特別会計及び公営企業会計の現金の出納について、毎月例日（原則 27

日）に実施する。 

(6) 決算審査（地方自治法第 233 条第 2項及び地方公営企業法第 30 条第 2項） 

平成 28 年度の決算及び関係諸表等の計数を確認するとともに予算の執行、事業

の経営が適正かつ効率的に行われたかについて実施する。 

 (7) 基金の運用審査（地方自治法第 241 条第 5項） 

基金の運用状況を示す書類の係数を確認し、それぞれの設置目的に基づき、適正

かつ効率的に運用されているかについて実施する。 

(8) 財政健全化判断比率及び資金不足比率の審査（地方公共団体の財政の健全化に関

する法律第 3条第 1項及び同法第 22 条第 1項） 

  平成 28 年度決算により、適正に算定されているかを審査する。 

 

４ 監査の方法 

(1) 監査は、各課等の財務に関する事務並びに事務事業の執行状況等について、各所

属長等の出席を求めて聴取する｡ 

(2) 提出を求めた監査資料及び関係書類、諸帳簿等の内容を監査する。 

(3) 必要に応じて、建設工事等の現場監査を実施する。 

 

５ 報告及び公表 

  監査が終了したときは、必要に応じて所属長及び係長等の出席を求め講評を行う。

指摘事項等については、改善措置の報告を求めるとともに、フォローアップシートに

よる追跡調査を実施する。 

 なお、監査の結果については、地方自治法第 199 条第 9項の規定により、町長、議

長及び関係委員会等に報告し、これを公表する。 
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平成 29 年度監査計画表 
 

区分 

月別 
例月出納検査 決算審査 

財政健全化 

比率等審査 

定例監査 

(在庫監査) 

財政援助団体等 

に対する監査 

４ ○   （○）  

５ ○     

６ ○     

７ ○ ○ ○  ○ 

８ ○     

９ ○     

１０ ○   ○  

１１ ○     

１２ ○     

１ ○     

２ ○     

３ ○     

監査 

現在日 
前月末日 前年度 前年度 当年度 前年度 

監査 

対象 

平成 29 年度一般会計・

特別会計・企業会計の予

算執行状況 

平成 28 年度一般会計・

特別会計・企業会計の決

算 

平成 28 年度決算に係る

財政健全化比率・資金不

足比率 

平成 29 年度事務の執行

及び事業の執行、管理

（在庫監査は病院・水道

事業の棚卸） 

 

 

※ 上記のほか、財政援助団体等に対する監査（法第 199 条第 7項の規定による監査）は、必要に応じて実施する。 

※ 随時監査（法第 199 条第 5 項の規定による監査）、行政監査（法第 199 条第 2 項の規定による監査）、公金の収納又は支払事務に関する監
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査（法第 235 条の 2第 2項又は地方公営企業法第 27 条の 2第 1項の規定による監査）は、必要に応じて実施する。 

※ 住民の直接請求に基づく監査（法第 75 条第 1 項の規定による監査）、議会の要求に基づく監査（法第 98 条第 2 項の規定による監査）、町

長の要求に基づく監査（法第 199 条第 6項の規定による監査）は、請求に係る事務の執行について実施する。 

※ 住民監査請求に基づく監査（法第 242 条の規定による監査）は、請求の内容について実施する。 

※ 請願の措置としての監査（法第 125 条の規定による監査）は、議会が採択した請願のうち、監査委員において監査することにより措置す

ることが適当と認められるものについて実施する。 

※ 町長の要求に基づく職員の賠償責任に関する監査（法第 243 条の 2第 3項又は地方公営企業法第 34 条の規定による監査）は、要求に係る

事実の有無等について実施する。 
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《参考資料》 

Ⅰ 監査等の種類 

 １．定期（例）監査（地方自治法第 199 条第 4項の規定による監査） 

   ・年 1回以上期日を定め行う 

 ２．随時監査（地方自治法第 199 条第 5項の規定による監査） 

   ・必要があるとき 

 ３．行政監査（地方自治法第 199 条第 2項の規定による監査） 

   ・必要があるとき 

 ４．財政援助団体等に対する監査（地方自治法第 199 条第 7項の規定による監査） 

   ・必要があるとき 

 ５．公金の収納又は支払事務に関する監査（地方自治法第 235 条の 2第 2項又は地方

公営企業法第 27 条の 2第 1項の規定による監査） 

   ・必要があるとき 

 ６．住民の直接請求に基づく監査（地方自治法第 75 条第 1項の規定による監査） 

   ・請求に係る事務の執行について実施 

 ７．議会の要求に基づく監査（地方自治法第 98 条第 2項の規定による監査） 

   ・要求に係る事務について実施 

 ８．請願の措置としての監査（地方自治法第 125 条の規定による監査） 

   ・議会が採択した請願のうち、監査委員において監査することにより措置するこ

とが適当と認められるもの 

 ９．町長の要求に基づく監査（地方自治法第 199 条第 6項の規定による監査） 

 ・要求に係る事務の執行について実施 

 10．住民監査請求に基づく監査（地方自治法第 242 条の規定による監査） 

   ・請求の内容について実施 

 11．町長又は公営企業管理者の要求に基づく職員の賠償責任に関する監査（地方自治

法第 243 条の 2第 3項又は地方公営企業法第 34 条の規定による監査） 

   ・要求に係る事実の有無等について実施 

 

Ⅱ 検査の種類 

 １．例月現金出納検査（地方自治法第 235 条の 2第 1項の規定による検査） 

   ・現金の出納事務が適正に行われているか 

 

Ⅲ 審査の種類 

 １．決算審査（地方自治法第 233 条第 2 項又は地方公営企業法第 30 条第 2 項の規定

による審査） 
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   ・決算その他の関係諸表等の計数の正確性を検証する。 

   ・予算の執行又は事業の経営が適正かつ効率的に行われているか。 

 ２．基金の運用状況審査（地方自治法第 241 条第 5項の規定による審査） 

   ・基金の運用状況を示す書類の計数の正確性を検証する。 

   ・基金の運用が適切かつ効率的に行われているか。 

 ３．財政健全化判断比率及び資金不足比率の審査（地方公共団体の財政の健全化に関

する法律第 3条第 1項及び同法第 22 条第 1項） 

  ・財政健全化判断比率及び資金不足比率の計数の正確性を検証する。 
 



2017/04/12 

 平成２９年度 例月出納検査等予定表  

 

朝日町監査委員事務局 

 

※ 例 月 出 納 検 査 

・ ４月２５日（火） １０：００【在庫監査実施】 

・ ５月２９日（月） １３：３０   

・ ６月２７日（火） １３：３０   

・ ７月２７日（木） １３：３０   

・ ８月２５日（金） １３：３０ 

・ ９月２８日（木） １３：３０   

・１０月２６日（木） １３：３０   

・１１月２７日（月） １３：３０ 

・１２月２２日（金） １３：３０   

・ １月２６日（金） １３：３０   

・ ２月２７日（火） １３：３０   

・ ３月２７日（火） １３：３０   

 

☆ 例月出納検査の時間割は下記のとおりです。 

☆ 出 納 室・・・１３時３０分～１４時３０分 

☆ 建設水道課・・・１４時３０分～１５時３０分 

☆ 町 立 病 院・・・１５時３０分～１６時３０分 

 

※ 例月出納検査の日程は年度当初の監査計画により定めることとなっている

が、毎月２７日頃を定例としている。 （法第２３５条の２） 

 

 

※ 決 算 審 査   ７月１１日 ～   ８月４日（１６日間） 

※ 定 例 監 査  １０月１８日 ～ １１月８日（１０日間） 

 


